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・地縁組織やテーマ型活動と接点を持たない層も「ご近所でつながる」仕組みづくり

新たな地域コミュニティ政策の再構築に向けた検討の方向性について

既存の地域コミュニティや地域活動への

支援の方向性

交
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金
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■地域での「つながり」の脆弱化

• 自治会等の地縁組織の担い手不足、加入率の減少（７３％）

• 自治会の半数がくじや輪番制の役員選出で短期間任期

• 共働き世帯の増加、多様な暮らし方に伴う「ご近所づきあい」の希薄化」

• 地域での顔の見える関係が築けていない層の存在（市民実感度調査）

新たな地域コミュニティの構築（新たに交付金を活用して実施する事業）

地域コミュニティ政策の再構築の方向

■自治会、市民自治協議会、まちのえき

• 行政依頼事項の整理

• 市民自治協議会など校区単位等の活動の役割

整理や統合等を検討

↓

• 本来の自治活動やまちのえきの活性化

■NPO、ボランティア等のテーマ型活動

・活動面での支援強化

・活動の認知度の向上支援

・組織の運営のサポート強化

・中間支援人材の確保と支援領域の拡大

・ららポートの役割強化

・イコマニア等の市民活動の再定義

■地域でのつながりを再構築する

• 地域の既存のコミュニティとつながりを持たない・持てなくなる市民は増加傾向にあり、これまでの自治会等の地縁活動や市民活動だ

けでは、地域コミュニティとして公助が機能するとは言えなくなってきている。

• このため、地縁のみを主体とした従来型の地域コミュニティ（共助）に加え、日常生活の中で、無理なく多様なかかわりしろを持つ

「ご近所づきあい」を創出し、地域において「誰かとつながり、居場所がある」コミュニティを創ることで共助を補完する「近助」を

創出する。

• 一方で既存の地縁・地域活動への支援の方向性を市は並行して検討していくことするが、既存の地域活動の見える化や中間支援の在り

方には、本交付金事業の仕組みを活用することでさらなる活性化を図る。

■「つながり」の脆弱化による影響

• 高齢者や子どもの見守り（地域での孤立）

• 美化活動など生活環境、防犯の悪化

• 災害時における声掛けや助け合い

• 共助の低下による公助（行政負担）の増大

■なぜ既存の地域コミュニティとつながらないのか

• 日常生活に余裕なく深いつながりを求めない

• 参加による負担や義務、責任を担いたくない

• わざわざ参加する、つながる事への心理的負担

• そもそも情報が少なく自分が参加できるのか分からない

①活動の「見える化」

➤デジタル技術の活用

市内の多様な活動を「見える化」することで、市民

が「どこで何が行われているか」を簡単に把握し、

気軽に参加できる仕組みを整備する。

③活動の伴走支援

➤中間支援組織の設計・構築

既存の活動の発掘と新たな活動の場の創出支援を行い、

オフラインとオンライン両面での伴走支援の在り方を

検討し、自主的な活動への中間支援の役割と支援内容

を定義する。これにより自立的な運営基盤を構築を目

指す。

②新たな活動の場の創出

➤ワークショップの開催

役割や義務感を前提とせず、関心やテーマを入口と

して、市民が無理のない形で参加する機会を創出。

地域づくり人材の育成と新たな活動の場の創出を通

じて、顔の見える関係づくりにつなげる。


